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第 章4第第 章章

第１節

生活安定のための施策

１．利用者本位の生活支援体制の整備

（１）障害保健福祉施策の動向

障害保健福祉施策においては、障害のある
人の地域における自立した生活を支援する
「地域生活支援」を主題に身体障害、知的障
害及び精神障害それぞれについて、住民に最
も身近な市町村を中心にサービスを提供する
体制の構築に向けて必要な改正を行ってき
た。
とりわけ、「支援費制度」は、サービスの
在り方をそれまでの「措置」から「契約」に
大きく変え、自己決定、利用者本位の考え方
を明確にした。
この「支援費制度」の下で、知的障害のあ
る人や障害のある児童を中心に利用者が急増
し、全国的にサービス実施市町村が増えた。
その一方で、サービス利用の急速な伸びに
対応できるように制度をより安定的かつ効率
的なものとすること、サービス提供について
自治体間に大きな格差が生じていること、精
神障害のある人が制度の対象外となっている
など障害種別等によって福祉サービスや公費
負担医療の利用の仕組みや内容が異なってい
ること等の課題とともに、障害のある人が地
域で自立して生活するために必要な就労の支
援策の充実等の政策課題も生じてきた。
これらの課題に対応し、障害のある人が自
立した日常生活又は社会生活を営むことがで
きるよう、必要な障害福祉サービスに係る給
付その他の支援を行う「障害者自立支援法」
が成立し、平成１８年４月１日から一部施行さ
れ同年１０月から全面的に施行された。
同法は障害のある人の地域移行の推進や就

労支援の強化など、障害のある人が地域で自
立した生活を営むことのできる社会を目指し
たものであるが、これまでにない改革であっ
たことから法の定着を図るため、激変緩和の
施策として、平成１８年１２月に「特別対策」を、
平成１９年１２月に「緊急措置」を講じ、利用者
負担の軽減や事業者の経営基盤の強化などを
行ってきた。また、平成２２年４月から低所得
（市町村民税非課税）の障害のある人等に係
る障害福祉サービス及び補装具にかかる利用
者負担について、無料としたところである。
こうした中、平成２１年１２月に閣議決定によ
り設置された本部の下で、障害のある人や障
害福祉に関する関係者、有識者等を構成員と
する推進会議が平成２２年１月から開催され、
障害者の制度に係る改革について議論が行わ
れてきた。この推進会議の議論を踏まえて平
成２２年６月２９日に閣議決定された「障害者制
度改革の推進のための基本的な方向につい
て」において、障害保健福祉分野については、
現行の「障害者自立支援法」を廃止し、制度
の谷間のない支援の提供、個々のニーズに基
づいた地域生活支援体系の整備等を内容とす
る「障害者総合福祉法」（仮称）を制定する
こととされた。
新法の内容については、多くの障害当事者
が参加する「総合福祉部会」で、約２年間に
わたって議論され、平成２３年８月には、「障
害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会
の提言」が取りまとめられた。その後、「民
主党厚生労働部門障がい者WT（ワーキング
チーム）」において、同年７月に成立した改
正障害者基本法や同提言等を踏まえて検討が
なされ、平成２４年３月１２日は、本部におい
て、「障害者自立支援法」を「障害者の日常
生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律（障害者総合支援法）」とする内容を含
む「地域社会における共生の実現に向けて新
たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法

日々の暮らしの基盤づくり
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律の整備に関する法律案」が本部決定され、
翌１３日には閣議決定・国会提出されたところ
である。
なお、制度の見直しまでの間においても障
害者の地域生活の支援の充実を図るために、
平成２２年１２月の障害者自立支援法・児童福祉
法の一部改正により、利用者負担について応
能負担を原則とするとともに、障害児支援の
強化や相談支援の充実等が図られ、平成２４年
４月に本格施行がなされたところである（改
正の概要については図表１－６２）。

（２）障害者自立支援法の概要

ア 障害福祉サービスの一元化
① ３障害（身体、知的、精神）の一元化
従来の障害福祉制度では、身体障害、知的
障害、精神障害といった障害の種類ごとに縦
割りにサービスが提供されていた。そのた
め、施設・事業体系が分かりにくく、使いに

くいといった指摘があった。また、精神障害
のある人は支援費制度の対象となっていな
かった。
「障害者自立支援法」では、障害の種類に
よって異なる各種福祉サービスを一元化し、
これによって、障害の種類を超えた共通の場
で、それぞれの障害特性などを踏まえたサー
ビスを提供することができるようになり、比
較的小規模な市町村においても、サービスを
提供しやすい仕組みとした。

② 実施主体の市町村への一元化
障害のある人へのサービスは、生活に密着
したサービスであることから、サービスの実
施主体については、都道府県から、住民に一
番身近な自治体である市町村へと段階的に移
されてきたが、精神障害に係る一部のサービ
スなどの実施主体については、都道府県と
なっていた。

■図表１―６２ 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直
すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関
する法律の概要
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そこで、市町村に実施主体を一元化し、都
道府県はこれをバックアップする仕組みに改
め、より利用者に身近な市町村が責任を持っ
て、障害のある人たちにサービスを提供でき
るようにした。

イ 利用者本位のサービス体系に再編
① サービス体系の再編
支援費制度におけるサービス体系について
は、障害種別ごとに複雑な施設・事業体系と
なっており、また、入所期間の長期化などに
より、本来の施設目的と利用者の実態とが乖
離している状況になっていた。
そこで、「障害者自立支援法」では、障害
のある人が地域で普通に暮らすために必要な
支援を効果的に提供することができるよう、
３３種類に分かれた施設体系を６つの事業に再
編するとともに、「地域生活支援」、「就労支
援」のための事業や重度の障害者を対象とし
たサービスを創設するなど、地域生活中心の
サービス体系へと再編した。

② 「日中活動の場」と「住まいの場」の分離
地域生活への移行を進めていくためには、

２４時間を同じ施設の中で過ごすのではなく、
障害のある人が、日中活動と居住の支援を自
分で組み合わせて利用できるよう、昼のサー
ビス（日中活動支援）と夜のサービス（居住
支援）に分けること（昼夜分離）を進め、障
害のある人が自分の希望に応じて、複数の
サービスを組み合わせて利用できるようにし
た。
また、この昼夜分離によって、入所施設に
入所していない障害のある人も、入所施設が
実施する日中活動支援のサービスを利用する
ことができるようになった。
「障害者自立支援法」における日中活動支
援については、以下のように再編された。
・療養介護…医療と常時の介護を必要とする

人に、医療機関において、機能訓練、療養上
の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行
うサービス
・生活介護…常に介護を必要とする人に、昼
間、入浴等の介護を行うとともに、創作的活
動又は生産活動の機会を提供するサービス
・自立訓練…機能訓練と生活訓練とに大別さ
れ、自立した日常生活又は社会生活ができる
よう、一定期間、身体機能又は生活能力の向
上のために必要な訓練を行うサービス
・就労移行支援…一般就労等への就労を希望
する人に、一定期間、就労に必要な知識及び
能力の向上のために必要な訓練を行うサービ
ス
・就労継続支援…一般企業等での就労が困難
な人に、働く場を提供するとともに、知識及
び能力の向上のために必要な訓練を行うサー
ビス
・地域活動支援センター…障害のある人が通
い、創作的活動又は生産活動の機会の提供、
社会との交流の促進等の便宜を図る施設（地
域生活支援事業として実施）

③ 地域の限られた社会資源を活かす
障害のある人の身近なところにサービスの
拠点を増やしていくためには、既存の限られ
た社会資源を活かし、地域の多様な状況に対
応できるようにしていく必要がある。
このため、通所施設の民間の運営主体につい
ては、社会福祉法人に限られていたが、これ
をNPO法人、医療法人、財団法人等、社会
福祉法人以外の法人でも運営することができ
るように規制を緩和した。

ウ 福祉施設で働く障害者の一般就労への移
行促進等

① 就労支援の強化
障害者が地域で自立した生活を送るための
基盤として、就労支援は重要であり、一般就
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労を希望する方には、できる限り一般就労し
ていただけるように、支援を行い、一般就労
が困難である方には、就労継続支援Ｂ型事業
所等での工賃の水準が向上するように支援を
行ってきている。
就労系障害福祉サービスから一般就労への
移行者数は３．４倍に増加（平成１５年度１，２８８人
→平成２２年度４，４０３人）し、就労継続支援Ａ
型事業（旧福祉工場）の利用者は５．５倍に増
加（平成１５年度３，１５４人→平成２３年１１月１７，１９２
人）している。

② 工賃向上のための取組
工賃倍増５か年計画は、平成２３年度で最終
年度を迎えたことから、平成２４年度から新た
に、工賃向上のための３か年の計画を策定す
ることとしている。
この「工賃向上計画」では、コンサルタン
トによる企業経営手法の活用や共同受注の促
進など、これまでの計画でも比較的効果の
あった取組に重点を置いて取り組むととも
に、個々の事業所ごとに「工賃向上計画」を
作成することを原則とし、共同受注を進める
観点から都道府県と関係団体の間の連携を強
化するなど、取組の強化を図っていくことと
している。また、新たな計画では、特別な事
情がない限り、個々の事業所における工賃向
上計画を作成することとし、事業所責任者の
意識向上、積極的な取組を促し、都道府県の
計画では、官公需による発注促進について
も、目標値を掲げて取り組む。さらに、地域
で障害者を支える仕組みを構築することが重
要であることから、市町村においても工賃向
上のための取組を積極的に支援していただく
よう協力を依頼している。

エ 支給決定の透明化・明確化
① 障害程度区分の導入
支援費制度では、支給決定に際して全国共

通の利用ルール（支援の必要度を判定する客
観的基準）が定められていなかった。そのた
め、同じような障害状態にあっても市町村が
決定するサービスの種類や量には、地域格差
が生じているとの指摘がされていた。
「障害者自立支援法」では、支援の必要度
を判定する障害程度区分を導入した。

② 支給決定に係るプロセスの透明化等
「障害者自立支援法」における障害福祉サー
ビスの支給決定を行うに当たっては、まず市
町村が事前に障害のある人の面接調査を行
い、その調査を基に障害程度区分の一次判定
が行われ、さらに障害保健福祉の有識者など
で構成される審査会での審査（二次判定）を
経て、障害程度区分の認定が行われる仕組み
などとなっており、支給決定に係るプロセス
の透明化が図られている。
また、この支給決定に係るプロセスは、障
害程度区分に加え、障害のある人一人ひとり
の心身の状況、サービス利用の意向、家族の
状況などを踏まえて相談支援専門員等が作成
したサービス等利用計画案を勘案して、適切
な支給決定が行われるようにしている。

オ 費用をみんなで負担し合う仕組みの強化
① 国の費用負担の義務づけ
支援費制度においては、居宅サービスに関
する部分の費用については、国はその費用の
一部を予算の範囲内で補助する仕組みとなっ
ていたが、制度を安定的かつ継続的に運営す
るために、国が義務的にその費用の一部を負
担する仕組みとした。（具体的には、国は費
用の２分の１、都道府県は費用の４分の１を
義務的に負担。市町村は費用の４分の１を負
担。）これにより、当初の予算の範囲を超え
て居宅サービスの利用が急増したとしても、
国及び都道府県は義務的に費用の一部負担を
行うこととし、障害のある人に安心して制度
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を利用していただけるようにすることを図っ
た。

② 利用者負担
「障害者自立支援法」においては、サービ
スの利用者も含めて皆で制度を支え合うた
め、国の費用負担の義務づけと併せて、利用
者については、所得階層ごとに設定された負
担上限月額の範囲内で負担している。
また、これに加えて、所得の少ない方につ
いては、個別減免の仕組みを設けるなど利用
者負担の軽減措置を講じている。
施設を利用した場合などにかかる食費・光
熱水費などの実費負担については、在宅で生
活をしていたとしてもこれらの実費負担は生
じるものであることから、施設と在宅の費用
負担の均衡を図るために、自己負担とした。
ただし、所得の少ない方については、食費に
係る実費負担額が食材料費のみの負担となる
よう軽減措置を講じている。
その後、平成１９年４月に行われた特別対策
や、２０年７月に行われた緊急措置において、
低所得の障害のある人等を中心とした利用者
負担の更なる軽減、障害のある子どものいる
世帯における軽減対象範囲の拡大、負担上限
月額を算定する際の所得段階区分の個人単位
を基本とした見直し等の軽減措置を講じた。
また、２１年７月より、軽減措置を適用するた
めに設けていた「資産要件」の廃止や、「心
身障害者扶養共済給付金」の収入認定からの
除外といった更なる軽減措置を講じた。
さらに、２２年４月から低所得（市町村民税
非課税）の障害のある人等につき、福祉サー
ビス及び補装具にかかる利用者負担を無料と
した。
平成２２年の障害者自立支援法の一部改正で
は、障害のある人の地域移行を促進するた
め、障害のある人が安心して暮らせる「住ま
いの場」を積極的に確保していくことを目的

に、グループホーム等の入居者に係る家賃を
助成する制度を創設した（平成２３年１０月施
行）。また、利用者負担について、応能負担
を原則とすることを法律上も明確にするとと
もに、障害福祉サービス等と補装具の利用者
負担額を合算し、負担を軽減する仕組みを導
入した（平成２４年４月施行）。

カ 障害福祉計画に基づく計画的なサービス
基盤整備の推進
「障害者自立支援法」において、障害のあ
る人に必要なサービスが提供されるよう、将
来に向けた計画的なサービス提供体制の整備
を進める観点から、国の定めた基本的な指針
（以下「基本指針」という。）に即して、都
道府県及び市町村に、必要なサービス量の見
込み等を記載した障害福祉計画を策定するこ
とが義務づけられている。
平成２３年１２月には平成２４年度から３年間の
第３期障害福祉計画の策定のため、基本指針
の改正を行ったところがあるが、その基本指
針においては、
・「障害者等の自己決定と自己選択の尊重」
・「実施主体の市町村への統一と三障害に係
る制度の一元化等」
・「地域生活移行や就労支援等の課題に対応
したサービス提供体制の整備」
を基本的理念とするとともに、基盤整備の基
本的な考え方として、
・「全国どこでも必要な訪問系サービスを保
障」
・「希望する障害者等に日中活動系サービス
を保障」
・「グループホーム等の充実を図り、入所等
から地域生活への移行を推進」
・「福祉施設から一般就労への移行等を推進」
を挙げている。
また、都道府県及び市町村は、障害福祉計
画の策定に当たり、地域生活や一般就労への
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移行を進める観点から、平成２６年度を目標年
度として数値目標を設定するとともに、この
目標を達成するために必要なサービス見込量
を設定することとしている。基本指針では目
標として以下を掲げている。
目標① 福祉施設の入所者の地域生活への移行
平成２６年度末までに、平成１７年１０月１日時
点の施設入所者数の３割以上が地域生活に移
行するとともに、施設入所者数を平成１７年１０
月１日時点から１割以上削減することを目指
す。
目標② 入院中の精神障害者の地域生活への
移行
都道府県は、平成２４年度から平成２６年度ま
での入院中の精神障害者の退院に関する目標
値として、次の目標値を設定する。
〔着眼点１〕１年未満入院者の平均退院率
平成２６年度における１年未満入院者の平均
退院率を平成２０年６月３０日の調査時点から
７％相当分増加させることを指標とする。
〔着眼点２〕高齢長期退院者数（退院者のう
ち、６５歳以上であって５年以上入院していた
者の数）
平成２６年度における高齢長期退院者数を直
近の数から２割増加させることを指標とす
る。
目標③ 福祉施設から一般就労への移行
平成２６年度中に一般就労に移行する者を平
成１７年度の４倍以上とすることを目指す。
平成２６年度末における福祉施設の利用者の
うち、２割以上の者が就労移行支援事業を利
用するとともに、平成２６年度末における就労
継続支援事業の利用者のうち、３割以上の者
が就労継続支援（A型）事業を利用するこ
とを目指す。
これらの数値目標等を掲げた基本指針に則
して、地方自治体が障害福祉計画を策定し、
支援が必要な人に適切なサービスを安定的に
提供できる体制の計画的な整備を進めるよ

う、国、自治体が充分連携し施策を進めてい
くこととしている。

（３）身近な相談支援体制整備の推進

障害のある人や障害のある児童の親に対す
る一般的な相談支援については、「障害者自
立支援法」により、平成１８年１０月から、障害
種別に関わらず、事業の実施主体を利用者に
身近な市町村に一元化して実施している。ま
た、市町村における相談支援事業の機能を充
実・強化するため、地域生活支援事業におい
て、基幹相談支援センター等機能強化事業、
住宅入居等支援事業を位置付けている。
また、指定相談支援事業所に配置されてい
る相談支援専門員５，４６５人（平成２２年４月１
日現在）がサービス等利用計画を作成するこ
とにより、障害のある人や障害のある児童の
親が障害福祉サービスを適切に利用すること
ができるように支援を行っている。
平成２２年の障害者自立支援法の一部改正に
より、平成２４年４月から、支給決定の前に
サービス等利用計画案を作成し、支給決定の
参考とするよう見直すとともに、サービス等
利用計画作成の対象者を大幅に拡大すること
とした。また、これまで国庫補助事業により
行われていた地域移行支援・地域定着支援を
個別給付化し、障害のある人の地域移行・地
域定着支援の取組の充実を図ることとした。
このほか、地域における相談支援の中核的
な役割を担う基幹相談支援センターの設置
や、関係機関、関係団体及び障害のある人等
の福祉、医療、教育又は雇用に関連する職務
に従事する者等により構成される自立支援協
議会の法定化、市町村における成年後見制度
利用支援事業の必須事業化により、地域にお
ける障害者等の支援体制の充実を図ることと
した。
広域・専門的な支援や人材育成について
は、都道府県の地域生活支援事業の中で、都


